
　

歳
入
の
う
ち
町
税
は
製
造
業
を
中
心

と
し
た
景
気
の
回
復
で
法
人
町
民
税
が

45
・
６
％
増
の
１
億
２
千
万
円
を
見
込

み
ま
し
た
が
、
地
価
の
下
落
や
施
設
の

償
却
資
産
な
ど
に
よ
り
、
固
定
資
産
税

は
減
額
。
町
税
全
体
で
も
１
・
０
%
減

の
25
億
３
千
772
万
円
。
地
方
交
付
税
は

３
・
０
%
増
の
17
億
円
を
見
込
ん
で
い

ま
す
が
、
前
年
度
決
算
見
込
み
と
比
較

す
る
と
減
額
と
な
り
、
三
位
一
体
改
革

の
影
響
は
大
き
い
。

　

町
債
（
借
入
金
）
は
大
型
建
設
事
業

な
ど
が
終
了
し
た
た
め
、
64
・
２
%
減

の
４
億
４
千
470
万
円
。
繰
入
金
は
財
政

調
整
基
金
の
取
り
崩
し
、
１
億
７
千
995

万
円
な
ど
で
総
額
３
億
４
千
361
万
円
。

暫
定
的
な
税
源
移
譲
で
あ
る
所
得
譲
与

税
（
人
口
配
分
に
よ
る
）
に
５
千
500
万

円
を
見
込
み
ま
し
た
。

　

ま
た
、
昨
年
ま
で
は
負
担
金
な
し
で

実
施
し
て
き
ま
し
た
健
康
診
査
が
町
の

厳
し
い
財
政
状
況
等
に
よ
り
、
費
用
の

一
部
を
負
担
し
て
い
た
だ
く
こ
と
に
な

り
ま
し
た
。
（
自
己
負
担
金
が
免
除
さ

れ
る
方
も
あ
り
ま
す
。
詳
細
別
紙
）
負

担
金
175
万
円
を
見
込
み
ま
し
た
。
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一
般
会
計
当
初
予
算
は
、
前
年
度
比
17
・
９
％
減
の
総
額
66
億
円

平
成
平
成
1717
年
度
の
予
算
概

年
度
の
予
算
概
要

平
成
17
年
度
の
予
算
概
要

歳　
　

入

歳　
　

入

歳　
　

入

　

平
成
17
年
度
一
般
会
計
当
初
予
算
は
、
前
年
度
比
17
・
９
％
減
の

総
額
66
億
円
で
す
。
（
前
年
度
の
減
税
補
て
ん
債
借
り
換
え
分
を
除

く
と
実
質
15
・
１
％
減
）
自
立
の
街
づ
く
り
を
目
指
し
、
少
子
高
齢

化
社
会
対
策
・
地
震
防
災
関
連
事
業
な
ど
の
分
野
に
重
点
を
置
い
た

予
算
と
し
ま
し
た
。
ま
た
、
住
民
サ
ー
ビ
ス
維
持
の
た
め
、
各
種
補

助
金
の
見
直
し
や
、
負
担
金
に
つ
い
て
新
た
に
一
部
負
担
を
お
願
い

し
ま
す
。

歳出構成割合

歳入構成割合

民 生 費

11億9,827万円

（18.15％）

総 務 費

9億7,224万円

（14.73％）

土 木 費

9億2,004万円

（13.94％）公 債 費

8億1,748万円

（12.39％）

教 育 費

7億7,228万円

（11.70％）

衛 生 費

6億1,539万円

（9.32％）

農林水産業費

5億799万円

（7.70％）

商 工 費
3億6,482万円
（5.53％）

消 防 費
3億2,891万円
（4.98％）

そ の 他
1億258万円
（1.56％）

町　税

25億3,772万円
（38.45％）

地方交付税

17億円
（25.76％）

町　債
4億4,470万円
（6.74％）

国県
支出
金

4億
2,6
77万
円

（6
.47
％）

地方
譲与
税・
交付
金

3億
8,
00
0万
円

（
5.
76
％
） その他7億6,720万円

（11.61％）

繰入金
3億4.361万円

（
5.21％

）

66億円
（100.00％）

歳入・歳出
予算


